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そうであれば，これまでの個別分析によって，
｢29年アメリカ大恐慌」および「31年ドイツ金融
恐慌｣，そしてその総体としての「30年代世界恐
慌」に関して，その背景・経過・根拠の基本スト
ーリーがさしあたり手に入ったことになろう。換
言すれば，「現代資本主義成立」の物質的土台を
なす「30年代世界恐慌」の，その基本構造が，「２
つの焦点＝アメリカ・ドイツ」と「世界経済的総
体」に即して一応設定されたことに他ならず，ま
さにその作業に立脚してこそ！「現代資本主義論
構築」は次のステップに漸く進み得る。
こうして本稿の課題は以下のように転回してい
く。すなわち，「30年代世界恐慌の構造解析」を
はじめに
前稿Ⅱでは，世界恐慌のいわば「負の焦点」を
なしたドイツ資本主義に視点を設定して「1931年
ドイツ金融恐慌」の「背景・内実・展開」分析を
試みた。そして，まさにその考察を通して，この
「ドイツ金融恐慌」こそ，①「第１次大戦後ドイ
ツ資本主義展開」の「総決算的帰着」過程である
こと，②「国際的政治・経済レジュームの解体」
と深い内的連関をもつこと，③「新たな危機克服
形態」出現の「分水嶺」として「ナチス体制への
接続性」を有すること－という３つの基軸的論
点が検出可能になったと整理されてよい。
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前提にしつつ，次に，そのような「危機の構造」
に対する「国家政策の発現態様」とその帰着点と
しての「景気変動過程」こそが考察対象に設定さ
れる必要があるが，そのような検討作業を，何よ
りもまず「アメリカ・ニューディール体制」分析
から開始すること－これである。要するに,ア
メリカ型現代資本主義の基礎構造が対象になろう。
関的体系性」が欠落していた以上，その効果が極
めて小さかったことは火を見るより明らかだった
と整理される他ない。
そこで(c)第３として，この｢個別的救済政策期」
の特質を具体的に検出するための検討対象を確定
しておく必要がある。その場合，フーヴァ時代に
もいくつかの重要な政策発動がもちろん指摘可能
だが，「ニューディール型」政策体系の特質解明
にその力点を集中する方向からすれば，この局面
の政策発動の典型的代表例として，周知の「全国
産業復興法」と「農業調整法」とを取り上げるこ
とについては大きな異論がほぼないのではないか。
したがって以下では，この２大政策を対象にしな
がら，それに対してやや立ち入った考察を加えて
いくことにしたい。まず最初に｢全国産業復興法」
から検討を始めよう。
そこで②「全国産業復興法」（NationallndustriaI
RecovcryAct-NIRA,1933年)5)である。そうとす
れば，（a)まず第１にその「成立｣`)はどうか。周知
の通りローズヴェルトは33年３月に大統領に就任
するが，このＮＩＲＡはその就任の３カ月後の６月
１６日には早くも成立をみている。その点で極めて
迅速な政策着手進行が見て取れるのであり．そこ
に当時の社会状況の緊迫度が推測可能だが，その
迅速化の背後には以下のような政治・社会過程が
確認されてよい。すなわち，まず(イ）その｢背景」
としてはアメリカ社会における￣定の歴史的伏線
があり，シャーマン法以来の伝統的な「反独占」
基調をまず二t台としつつ，次にそれに，第１次大
戦時の「戦時産業委員会」の経験や,20年代にお
ける，’五1家の介入・計画によって独占の弊害を規
制しようとする「産業組合型組織化」思潮などが
積み重なった。そしてまさにこのような底流に立
脚してこそ，さらに大恐慌期に入って，一方では，
資本家屑の方向から，「産業自治｣.｢政府と企業の
共同」を条件にした「企業組織化・労働者福祉．
経済計画」型の「再建案」が提示されてくるとと
もに，他方では，労働者の側からも，労働組合強
化を通した「生産と消費の均衡回復｣.｢経済計画
に基づく経済再建案」が示されていくわけである。
Ｉ個別的救済政策期
［１］政策体系そこで，アメリカ大恐慌２１に対
する国家政策体系をなす「ニューディール政策｣３１
に焦点を合わせつつ，その「発現態様」を概略と
して以下の４局面に区分してフォローしていこう。
まず第１フェーズは「個別的救済政策期」＝「第
１期」と命名可能な局面であるが，(1)最初にこの
段階の「政策体系」から考察を開始したい。そこ
でまず①「一般的概観」をざっと示せば，（a)第１
にその「時期」はほぼ1929-35年に相当する。し
たがってこの局面は，その政権担当者を基準にし
た区割りからすると，２９年３月発足のフーヴァ
(HCHoover)I)政権から33年３月スタートのロー
ズヴェル|、（FDRooscvelt）時代にまでまたがる
ことになる。その点からしても，このフェーズの
政策特質については，種々の錯綜した色合いが否
定できないが，いずれにしても全体としては，そ
の政策発動が政治・経済的危機に対するいわば
｢｢個別的」かつ「救済策｣」次元に止まった－
側面にこそ，この「個別的救済政策期」の共通特
質が確認されてよい｡そのうえで(b)第２にその｢基
本理念」にすすむと，それは何よりも「各問題ご
とに個々別々の応急処置的対策がアド・ホックに
採用された」という点に集約可能であって，例え
ば，失業者には失業対策を，資本には資本援助策
を，あるいは貧困者には社会保障策を，さらにま
た農民には農業保謹策を！という具合であった。
まさにそれは，健全財政維持・国家介入の消極化
という方針の下に展開された「苦肉の策」という
以外にないが,その中で追求された｢価格支持策・
賃金上昇策・利潤保障策」３者間にその「相互連
ニューディール政策の展開と景気変動過程（上） ３
ついで以上のような基盤の上で,(ロ)ローズヴェ
ルトの「政治操作」が打ち出されていく。つまり
その操作発動は３つあって，彼は具体的には,｢週
40時間・最低賃金・労働委員会」を結合させたバ
ーキンス案，「産業自主規制・公共事業促進・労
組団結権付与」を内容とするワグナー案，「産業
自主規制・連邦許可制」を柱としたジョンソン＝
リチバーク案，という３案の作成指示とその法案
化を画策していた。
こうした経過の合流点としてこそ(ハ)これら諸
プランが「法案」として結実をみる。つまり．－
面においてバーキンス案とワグナー案とが組み合
わされるとともに．他面ではそれらとジョンソン
案との妥協が成立する－という政治力学が進展
したといってよく，その帰着点として法案が提出
されていく。その意味では，後に議論を引き起こ
す，この法案に内在化した難点は財界・労働界の
双方からして気付かれなかったとみるべきであり，
当法案はごく短期間のうちに議会審議に付される
ことになった。そのうえで(二）「成立」の経過で
あるが，まず下院は，労資およびソーシャル・ワ
ーカーや計画論者などをも巻き込みつつ，反トラ
スト派の一部反対を除けばほぼ各界の支持を得て
容易に通過する。ついで上院では，連邦許可条項
や団体交渉権条項を巡ってやや難航はするものの，
さらなる妥協を重ねて「最初の百日」の終わりま
でになんとか成立に滑り込んだと整理できる。
そのうえで(b)次に第２にこのＮＩＲＡの「内容展
開｣7)に月を転じていこう。そこでいくつかの論点
に沿ってその内容を検出したいが，まず(イ）その
｢構造」から入ると，この全国産業復興法はオム
ニバス方式からなる３部構成をとっている。まず
その大区分からみると，第１部「産業復興｣，第
２部「公共事業及び建設｣，第３部「付HII」とい
う仕組みをとるが，周知の如くその基幹はいうま
でもなくそのうちの第１部にこそあるので，ここ
では特にこの第１部に焦点を当ててさらにもう－
歩その条文構成内部に立ち入っていこう。そこで
第１部の条文展開をざっと追えばそれはおおむね
３領域からなると判断してよく，まず第１領域は
いわば「総論執行規定」に当たり，第１条「法の
目的｣，第２条「管理機関」第３条「公正競争規
約｣，第４条「協定と許可｣’第５条「反トラスト
法免除」と並ぶ。このうち中心部分が第３－５条
にあるのは一見して明瞭だが，要するにそのポイ
ントは「国家介入に立脚した『カルテル形成促進
策｣」に他ならず，一大統領自身が「公正競争
規約」を作成可能な他一産業組合ないしグルー
プが「公正競争規約」を設定し大統領がそれを承
認すればこの規約が「公正競争」の基準となり，
その違反者には罰則が課せられるという点一に
こそその枢要点がある。そして，これらの規約・
協定・許可が「反トラスト法」から免除されるこ
とが璽要であって，この側面も無視できない。
ついで第２領域こそ第６．７条からなる部分で
あり，周知の「労資関係規定」ブロックをなそう。
具体的には，第６条における，「大統領承認前の
産業組合には法の利益は保障されない｣という｢大
統領監督権限の確認」を前提にしたうえで，第７
条の,特にその(a)項では｢団交権規定と最低賃金。
最長労働時間規定」に関する「労働保護条項」が
規定されている。そのうえで第３領域はいわばそ
の他の「雑則規定」であり，第８条「農業調整法
との関連｣，第９条「石油パイプライン規定｣，第
１０条「その他」と続く。
以上のような概観によってだけでも．この
ＮＩＲＡがいくつかの複合的利害の「混合物」に他
ならない点が一目瞭然だといってよい。就中，対
資本ベクトルにおける「カルテル容認」と対労働
者ベクトルにおける「労働基本権付与」とのI司時
認定が特徴的なのであって，そこにこそ，この
ＮＩＲＡが抱える１つの「難問」が存在することは
明白であった。
このようなＮＩＲＡの「構造」をふまえて，（ロ）
次にその「経過」へと進もう．さていま確認した
通り，このＮＩＲＡ体制の帰趨は偏に「公正競争規
約」の「制定・遵守・定着」に掛かっていたとい
うべきだが，ローズヴェルトはその管理機関とし
て「全国産業復興委員会」（ジョンソン委員長）を
設置してその進捗を期したものの，jl1い通りには
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急速に進まなかったことを受けて，同年７月から
は，規約締結促進運動として有名な「青鷲運動」
キャンペーンに着手される。まさにこの遡動に促
されてこそ，漸く規約作成・締結行動が進展する
のであり，綿業から始まりつつ，造船・羊毛・電
気機械・衣服・鉄鋼・石油・木材・自動車などへ
の拡大を経て，最終的には９月には，石炭業にま
で及んで一段落を遂げた。その場合，この「規約
作成過程」の質的内容にまで立ち入ると，以下の
３点が直ちに問題となろう。まず第１はその「主
導権」についてであるが，それは基本的には資本
側に掌握された。何よりも，企業にこそ規約作成
の対応能力があった点が決定的だったし，しかも，
中立であるべき政府委員が明らかに企業寄りだっ
たからに他ならない。それに対して第２に，労働
側からの働きかけは，労働運動の弱体化もあって
大きく立ち後れた。その結果，労働側のイニシア
ティヴ発揮は明瞭とはいえず，したがって消費者
利害の反映もそれだけ阻害されたと言わざるを得
ない。そのうえで第３に「規約内容」にも触れて
おくと，基本的には「価格維持」型効果の追求が
特に目に付く。つまり，そのパターンは多様だが，
例えば「最低価格条項の制定｣･｢公開価格制によ
る値引きの抑制｣･｢コストや競争形態や販売方法
に対する基準決定｣･｢生産制限を通す価格規制の
設定｣･｢価格統制機構の設置｣，などが指摘できる
から，総じて，資本＝企業にとって有利な経済条
件をなす「価格維持規定」の明確な実現こそが，
紛れもなく検出可能といえよう。
そうとすればさらに，（ハ)このＮＩＲＡの「性格」
はどのように押さえられるだろうか。さてその際，
この「性格」は，興味深いことには－その「正
面」からではなく－むしろＮＩＲＡに対する「批
判」という形においてこそヨリ如実に現れ出てく
る。つまり，３３年秋以降，景気回復が期待倒れに
なったことも郷いて，ＮＩＲＡ体制に対する｢不満．
批判」がいくつかの方向から噴出をみせていく。
例えば，まず１つ目として「農民０１１」からは，そ
れがカルテル容認による「物価引き上げ政策」だ
とされたし，次に２つ目に「労働側」からは企業
利続優先の「会社組合主義」に他ならないと批判
された。さらに３つ目に「資本側」は，逆に，管
理的貸金保障の「労働者支配・官僚『社会主義｣」
だという不満をさえ提起したから．ＮＩＲＡはまさ
に四面楚歌の陰路に落ち込む以外になかったとみ
てよい。したがって，この「四面楚歌」状況こそ
はＮＩＲＡの「性格」を－「裏側から」－明瞭
に提示していることがわかる。つまり，このＮⅡＲＡ
体制の「性格」は，「資本・労働・農民・消費者」
各層の利寄をいわば「非体系的・個別的」に盛り
込んだ，その「混合物＝オムニバス」体制的特質
に求められる他ないのだ－と。さし当たりこう
要約できよう。
こうして(二)その「帰結｣8)に到達する。という
のも，以上のように各方面から極々の批判が提起
されただけでなく，一方では,そもそもこのＮＩＲＡ
の立案者からも不満が表明されたのみならず，他
方では－後に検討する－AAAとの対立が表
面化するに及んで，３４年初めには従来のジョンソ
ン路線がその転換を余儀なくされていくからに他
ならない。要するに「諸利害並列の下での独占重
視」という路線の再検討がＨ程に上がっていくの
であり，３４年夏の行き詰まりとジョンソンの辞任
を経て，３５年にはその存続に終止符を打つ。
以上を前提にして(c)最後に第３にこのＮＩＲＡの
｢意義」が総括されねばならない。そこで(イ）ま
ずＮＩＲＡの「結末」を確認しておけば，連邦最高
裁は35年５月27日にＮＩＲＡに違憲判決を下した。
それに対してＮＩＲＡ存続・継続化の試行も皆無で
はなかったが．すでに続行のパワー喪失は明白で
あって，他方での｢景気回復・産業組織化の失敗」
とも相まって，ＮⅡＲＡはその最終的な解体に到達
してしまう。その結果，いくつかの産業では国家
介入による「組織化」が－部は残ったものの，多
くの産業部門では｢密かな独占形成が続けられた」
と言われている。こうして「Ilill別的救済策」の代
表をなすＮＩＲＡはその幕を閉じた。
ついで(ロ)その「特質」はどうか。しかしこの
点にはすでに何度も触れており手短に整理するに
止めるが，いうまでもなくその焦点は，「複数利
ニューディール政策の展開と景気変動過程（上） ５
害の「非体系的」オムニバス化」という点を措い
て他にはない。端的に繰り返せば，「企業に対す
る利潤保障｣･｢労働者に対する賃金保障｣･｢農民に
対する価格保障」を「非体系的」かつ「アド・ホ
ック的」に羅列して提示する－という性格のも
のであって，その効力は著しく弱かった。しかし
だからといって！（ハ)このＮＩＲＡが担ったその大
きな「意義」も決して軽視されてはなるまい。と
いうのも，「資本利害・労働利害・農業利害」の
｢同時・オムニバス型」追求というスタンスは，
資本主義の従来の国家政策ベクトルにはなかった
いわば「現代的」国家スタンスだし．取り分け
ＮＩＲＡ「第７条(a)項」に含意された「労働者保護
規定」は，この後の，ワグナー法に続く労働政策
の拡充や社会保障法・労働基準法の|M定,さらに
は農業政策における貧農対策の導入と並んで,｢現
代資本主義」の基軸をなすから－に他ならない。
その意味で，このＮＩＲＡがもつ画期的意義は極め
て大きいと結論可能である。
続いて③「個別的救済政策」のもう１つの柱こ
そ「農業調整法」（AgriculturalMiustmemAc[－
－AAA，1933年)9)に他ならない。そこで最初に
(a)第１に｢成立｣から目を向けていくが，まず(イ）
その「背景」を確認しておく必要がある。さてニ
ューディール政策における様々な政策系のなかで
ある意味で最も一貫性を持ち得たのは農業政策で
ありその中核こそ価格支持政策を主眼としたこ
のＡＡＡであったが，このように農業政策が早い
段階から極めて重要な役割を担った点については，
この時期のアメリカ農業の現況が決定的であった。
すなわち，何よりも１つ目に大恐慌の農業への打
撃の甚大さが無視できず，生産削減によって一定
の価格維持を果たした工業とは違って，農業は，
生産削減の困難→価格の大幅低落→農業所得の壊
滅的減少を余儀なくされたが，そのことが２つ目
として，農民層に対して，資本家的利害および労
働者利害から独立した，「中間層としての特殊な
利害」関係者たる立場を強烈に刺激したといって
よい。まさにそこからこそ３つ目に，恐慌に対す
る，労働者よりも強い農民の反抗作用が惹起され
ていくのであって，農民ストライキの現実的脅威
はその顕著な証左であろう。要するにアメリカ農
業の打撃の深刻性こそが，ＡＡＡの成立に向けて
その歯車を強力に回転させたと整理されるべきだ
と思われる。
そのうえで(ロ)その「位置づけ」はどうか。そ
の場合，アメリカ農業政策の全体像は，このＡＡＡ
と，「農業金融政策」を主眼とした農業信用委員
会（FCA）とから構成されて進行していくが，当
面のＡＡＡは，全体としての農業政策のうち特に
｢農産物価格支持」を実施するメカニズムだと位
置づけられてよい。その点で，それは，アメリカ
農業政策体系における両軸のうちの，「価格支持
機能」という基軸をなしているが，それには一定
の前史があった。つまり，第１次大戦後に「戦時
食糊管理」体制が一応は停止されるものの，例え
ば過剰農産物の海外ダンピングを呪んだ「マクネ
アリーハウゲン運動」が断続的に持続するととも
に，それがフーヴァ期には「連邦農務委員会」と
して定著をみた。さらに恐慌期に入ると，実際に
｢穀物安定公社｣･｢綿花安定公社」を通じた事実上
の農産物の国家買い上げも実現していくのであり．
その点で，ＡＡＡの早期的定着を可能にした「制
度的前提｣(制度的整備・経験・圧力団体の結集・
政策思想形成）が十分に見て取れよう。
まさに以上のような底流の上に(ハ)ＡＡＡは｢成
立」をみる。すなわち，これに先立つ連邦農務委
員会の価格安定操作は資金不足によって1931年６
月に打ち切られていたが，これを補完する役割を
負って33年５月にＡＡＡは成立する。これこそそ
の一般的成立事情だが，しかしもう一歩立ち入っ
ていうと，「緊急農場融資法」ならびにいわゆる
「トマス修正」（平価切下規定）との３部からなる
複合法の，その第１部として法制化されたという
由来も興味深い。いずれにしても，このＡＡＡは，
それ以後,36年２月「土壌保全国内割当法」（同年
１月のＡＡＡ違憲判決への対処）および38年２月
｢38年農事調整法」へと姿を替えつつ継続し，基
本的には戦後にまで継承されるという「数奇な」
運命を辿ったといえよう。
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ついで(b)このＡＡＡの「内容展開」へと視点を
転回させよう。さてこの「内容」を(イ）まずその
｢基本」から立ち入っていくと，その「無点」が
｢農産物価格の維持・安定化」にあるのは多言を
要しない。もう一歩具体的にいえば，農産物と他
商品との価格比を第１次大戦前数年間の水準にま
で接近・回復させようとする点にその狙いが設定
された－と位置づけてよいのであり，その意味
で，－その目的が多面的で錯綜を極めたＮＩＲＡ
とは異なって－このＡＡＡにおける「農産物価
格支持」という課題の明瞭性は著しく印象的なの
である。まさにこの点に，農業政策としてのこの
ＡＡＡの首尾一貫性が確認可能であろう。
そこで次に(ロ)この「価格支持」を実現するた
めの「政策操作」が問題となっていく。その場合，
その操作の幅は決して広くはなく，基本的には，
｢減反による生産制限｣･｢政府による賀支え｣･｢流
通の組織化」などに限られた。そこで，まず第１
に「減反政策」だが，「33年法」では，「基礎的作
物」として小麦・綿花・トウモロコシ・豚・米・
タバコ・牛乳を指定し（後に１６種にまで拡充)，
それを減反する農民に対しては報償金を支給する
－という方式が採用されたといってよい。まさ
に明確な「奨励金をインセンティブとした生産制
限」そのものだと判断する他ないが，その際に見
落とされてはならない点は，この報償金の財源が
－例えば一般歳入などではなく－特定税であ
る「加工税」であったことであろう。したがって，
農産物価格維持が，一方では－この「加工税」
の納税義務者である－農産物加工業者と，そし
て他方では－転嫁を通してその担税者になる－
－消費者との．その負担によって支えられていた
という仕組みが明白なのであって，税(Iilliliiからす
る，この「減反システム」への補強関係が手に取
るようにわかろう。
ついで第２として「農産物流通ﾎﾞ'1織化」が指摘
されてよい。すなわち同法では，農産物取引業者
によるいわゆる「市場協定」がむしろ奨励されて
いるのであり，まさにこの「協定」を媒介にして
こそ，農産物に関する「生産量・販売}１t・価格」
などの維持・安定・実現が追求されていったこと
は当然であろう。こうして，「流通組織化」面に
おいても農産物価格の相対的騰貴が政策的に試行
された事情が明確に確認できる。そしてもう1つ
第３に，やや特殊な手だてとして「転作奨励」と
でも呼称すべき政策が興味深い。すなわち，作物
全体を「地力消耗的作物」と「地力保全的作物」
とに区分したうえで，前者から後者へ作付転換し
た場合には，－「国内割当分」（その作物の国
内消費比率）に関して－一般財源から農民へ報
償金を支給するという制度が発動をみた。要する
に，農民の関心が大きい「土壌保全策」に絡めて
｢減反政策｣の進行が意図されたと整理されてよい。
そのうえで，（ハ)以上のような「政策操作」を
可能にした「融資体制」にも触れておこう。さて
この「融資システム」の実施機関として33年１０月
に「商品｛訓]公社」（CommodityCreditCo巾orauon
-CCC)'01が設立され，それを担い手として以下
のようなシステムが発動されることになった。つ
まり，供出された農産物に対してこのＣＣＣは，
特定の「パリティ率」－もっともこの「パリテ
ィ」という用語は「38年法」において始めて公式
化されたが－を基準として農民融資を供与する
が，農民は、農産物市況に応じて，借入を公社に
返済したうえで（農産物所有権を回復して）一旦
は供出した農産物を自ら売却してもよいし，農産
物の所有権をそのまま公社に引き渡して融資資金
の返済を免れてもよい－というシステムに他な
らない。その点で，「減反」とこのような「償還
請求権なき融資」（nonrecourseloan）とが結合し
た独特の方式だとみてよいが，これが，「減反」を
通すlilli格安定作用を金融面からサポートしていっ
たのは見易いことだと思われる。
要するに,「一般物価」とこの「CCC融資パリ
ティ率」の２ファクターが毎年の農産物最低価格
を決定していく仕組み－が登場したと理解され
るべきだが，しかしそこに難問がなかったわけで
はない。というのも，減反率と融資率はともかく、
それのさらなる基礎条件をなす「反収・需要」自
体は政府コントロールの埒外にある限り，このシ
ニューディール政策の展開と景気変動過程（上） ７
て，蹴気刺激効果としては極めて限定されていた
ことが股初から明白であったし，しかも，同じ｢価
格引き_上げ」を主眼にしていただけに，ＮＩＲＡと
の権限争いなども絡んで，そこに「効果の競合・
相殺」が生じざるを得なかったともいわれている。
まさにこのような「意義」をもってＡＡＡは展開
していった。
［２］景気動向では，以上でみたＮＩＲＡ・ＡＡＡ
を中軸とした「個別的救済期」は(2)全体として
どのような景気変動過程''１を辿ったのだろうか。
そこで①まず「資本蓄積」からみていくと(a)最初
は「価格動向」が全体の基礎をなす。いま「価格
動向＝生産過剰動向」を「在庫投資」（億ドル）動
向に代表させてその推移を辿ると,33年＝-43→
34年＝-27→35年＝24と動くから，概略的にみて
34年を境にした価格の上昇傾向が一般的にはわか
る。例えば，まず非農産物の卸売価格は33年３月
の6５（26年＝１００）が６月以降急上昇に転じて１０
月には77を記録したが，その後も基本的にはこの
水準が維持されていった。しかしその上昇程度は
極めて不十分なものであって，（後にふれる）ド
ル平価の40％壜切り下げにもかかわらず，ＮＩＲＡの
｢最低illi格設定操作」は辛うじて１０ポイントの価
格上昇を実現したに止まった。他方，この非農産
物とは多少異なって，農産物価格はこれ以後も一
進一退のうちにヨリ明瞭な上昇軌跡を描くから．
そこではＡＡＡの集中的効果が検出可能だが，む
しろこの間の凶作による過剰縮小の影響も決して
無視はできない。
ステムによる過剰農産物の買支えは無限になりか
ねないからである。しかしその点をも含めて，
AAAの「農産物価格支持メカニズム」はこうし
て一定の体系性を整えたと判断されてよい。
以上の考察に立脚しつつ、（c)最後に第３として
このＡＡＡの「意義」を総括しておくことにしよ
う。そこでいくつかの論点を抽出して耀理を加え
ると，（イ）まずその「特質」としては「農産物
価格支持」政策のいわば源流という性格づけが可
能であろう。この点は繰り返し関説した点だが，
｢減反促進｣･｢市場統制｣･｢融資制度」などの多面
的ルートを駆使した「価格支持」システムの出現
が何よりも特徴的だと思われる。そしてこの後，
戦中・戦後を通じて一貫して，アメリカ経済にお
ける「農産物価格支持」政策の強力な展開が確認
されるとすれば，このニューディールにおける
ＡＡＡ体制型「農産物価格支持システム」こそ，
その画期的出発点＝源流となったことは当然とい
ってよい。
ついで(ロ)その「成果」はどうか。いま確認し
た通りその「特質」が「農産物価格支持システム」
の本格的「確立」に求められるとすれば，そこか
らその「成果」も直ちに導出可能なのであって，
それは，一言で表現すると「農産物lli格支持シス
テムに対する国家介入機構の整備」という「成果」
に他なるまい。しかも，それは同時に「ノン・リ
コース型融資供与」体制という財政・金融メカニ
ズムとも接合していたのであるからⅢこの点から
して，このＡＡＡ体制が，－面では戦後農政の原
型を形成したとともに。他面で「農政と通貨政策
との結合」の出発点を画した意義一は極めて大
きいと評価可能である。しかし(ハ)そこに｢限界」
が明瞭なことももちろん否定できない。まず結果
論的にいって－後に景気動向方向から確認する
通り－，「農産物価格維持＝農家所得保障＝景
気刺激」の面からするその経済的効果は決して大
きくないことに加えて，その性格としても．それ
が何よりも「減反＝生産削減を通じた価格維持」
政策である限り，国家統制を付随させた「縮小均
衡型」政策という制約も明瞭であった。したがっ
第１表支出国民総生産（時価,1929～1940年）
（単位１０億ドル）
瀞iｌ
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そのうえで(b）「生産動向」はどうか。まず「国
民総生産」（１０億ドル）を基準としつつざっとそ
の輪郭のフォローを試みれば（第１表)，３３年＝
55.6（29年＝103.1）→34年＝65.1→35年＝72.2
という数値を刻むから，この｢個別的救済政策期」
の生産回復の足どりは極めて重い。しかもニュー
ディールが開始された33年に焦点を当てて「工業
生産」の変動をやや細かく追うと,33年３月に４４
でボトムを記録したのち７月までに75へとまず急
上昇（特に「耐久財」は23→54と飛曜）を示すも
ののついで１１月までには大きく低落して上昇分の
半分を失い，その結果７月の水準は35年まで回復
することはなかった。こうして，「生産動向」に
おけるその不安定な変動基調が否定できないが，
その背景にはＮＩＲＡが与えた動揺の大きさがある
といってよく，「NIRA法案発表を契機とした価
格上昇予想による７月までの在庫投資拡大＝生産
拡大」と「NIRA発動による価格上昇の実現化に
ともなう７月以降での在庫需要消滅＝生産収
縮」'2)とがコントラスト的に発現したと想定し得
る。しかも，このＮＩＲＡ規約に立脚して労働時間
短縮・賃金引き上げが強制されつつ製品単位当り
の労働コストが大幅に上昇した（｢実質賃金」指
数［29年＝１００１３３年＝１０４→34年＝１０１→35年＝
118）から，その帰結として，企業収益の減少と
資本過剰の激化とによる景気回復の阻害が余儀な
くされていったのはいわば当然であった。ここに
もその「停滞性」根拠がある。
そしてその結果はいうまでもなく(c)｢投資動向」
に反映されざるをえない。いま例えば「鉱工業企
第２表鉱工業法人企業の段備投資（1929～39年）
（１１t位：ｎ万ドル）
業」の「設備投資」（百万ドル）に着目すると，
以下のような経過を辿る（第２表)。すなわち３３
年＝915→34年＝1349→35年＝1658となるから，
－面では，ＮＩＲＡが始動を本格化させる34年を画
期にして設備投資増加がもちろん確認はできるが，
他面では，２９年＝3283および37年＝3100の水準と
比較すれば，この「個別的救済政策期」の投資の
回復はなお弱いと結論する以外にはない。さらに
この点は「民間国内投資」（億ドル）を概観して
も同様であって53→94→180という推移を示す
が，２９年＝404であったことを考慮すればその停
滞性は明瞭といってよい。まさにＮＩＲＡ有効性の
微弱性が強調される所以である。
そのうえで②「消費動向」へと目を転じてみよ
う。そこで「消費動向」の大枠を知るためにさし
当たり「個人消費支出」（億ドル）の数値をざっ
と拾えば，例えば33年＝1128→34年＝1181→35年
＝1255という図式が手に入るが，この動きが表現
している事態は典型的な停滞以外の何ものでもな
い（第１表)。ちなみに29年＝1396であり36年は
1384であるからこの３年間の落ち込みは明瞭であ
って，ＮＩＲＡ・ＡＡＡの消費拡大効果が著しく限定
的だった点が改めて確認できる。もっとも，そう
はいってもこの局面において賃金自体が伸び悩ん
でいるわけでは決してなく，ＮＩＲＡ協約の実施な
どを通じてむしろ賃金は伸びている'３１。ただ，そ
れが消費拡大に繋がっていかない点にこの時期の
｢政策的限界」が証明されているというべきであ
って，そこにこそ「個別的救済政策期」の「限定
性」が色濃く反映していよう。
ここまでを前提にしつつ，③最後に｢政府支出」
をも視野に入れておきたい。後に詳述するように，
財政・金融スペンディングの本格化を通じて政府
支出による需要創出機能が定着するのはいうまで
もなく35年以降のことだが，すでにみたこの時期
におけるＮＩＲＡおよびＡＡＡの発助を起点として，
早くもこの局面から政府支出が拡大し始めるのも
当然であろう。そこで「政府購入」に代表させて
｢政府支出」（億ドル）の動向を探ると，２９年には
まだ220に''二まっていたものが，その後は33年＝
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前掲，戸O;（「恐慌脳」3411ｺし
ニューディール政策の展開と景気変動過程（上） ９
'よ慨ね，すでにみたＮＩＲＡ解体の35年から「37年
恐慌」が勃発する37年までの時期に相当する。要
するに，ほぼ1935-37年をカバーする期間だが，
焦点をヨリ絞って換言すれば，まさに｢37年恐慌」
を準備するその過程だといってもよい。そのうえ
で(b)第２にその「基本理念」に入ると，いま確認
した第１期の反省に立ちながら，もはや健全財政
に拘らずに，国家自らが経済過程に樋極的に介入
して景気上昇を目指す－といういわば「積極政
策」にこそその追求課題が設定されていく.まさ
に赤字公使に立脚しつつ大きな公共事業が国家政
策として展開されるという方向,性が定着をみよう。
このように考えれば(c)第３として，この「ポン
プの呼び水政策」の代表的政策例の確定に対して
も，以下のような解答が直ちに提出可能だと思わ
れる。すなわち，いまふれたようにこの第２期の
特質が「政府スペンディング」を通した有効需要
創出機能にあり，そしてその手段が赤字財政に立
脚した公共事業展開にあった以上，選択されるべ
き「代表的政策例」としては,1つには，そのよう
な「檀極型国家政策」展開を可能にした基礎的前
提としての「｢拡張的」財政・金融政策」そのも
のと，もう1つには，そのような前提のうえで，
公共事業発動の現実的機関として展開した「雇用
促進庁」（WPA）こそが不可欠となろう。そこで
以下では，この２つに焦点を集めて第２期の政策
体系を探っていきたい。
では初めにまず②「財政・金融政策」の展開か
ら考察を開始しよう。そこで(a)蛾初に第’は「金
融政策｣15)だが，この「ポンプの呼び水政策期」は
もちろんのことニューディール政策の全体を通じ
て，「金融政策」の前提条件を構成したのはいう
までもなく（イ）「アメリカ金本位制の停止」だと
いってよい。その場合，この「金本位制停止」に
関しては別の機会に詳述した通りだが，その背景
に，「アメリカ大恐慌→銀行恐慌→銀行休業宣
言｣'6)という，一連のアメリカ金融体制の動揺過
程が存在したのは周知の通りであろう。いまざっ
とその基本経過だけを確認すると，３３年３月５日
＝銀行休業令→同６日＝金銀輸出禁止実施→４月
233→34年＝266→35年＝270となってあきらかに
増加基調に転じている。その意味で，まず一面で
は，ＮⅡＲＡ・ＡＡＡに立脚したこの「個別的救済政
策」に伴う「価格維持政策」が「政府支出」拡大
を惹起させた点が理解できるとともに，しかし他
面では，３６年以後の「政府支出」額が概ね300億
ドル水準を超過していくことと比較すれば，この
局面の「政府支出」レベルはなお中程度に制限さ
れていた－と判断してよい(第１表)。まさに政
府の景気刺激効果は決して高くなかったわけであ
る。
［３］総括そのうえで次の作業は，以上まで
で考察してきた，「政策体系」と「景気動向」と
を結合させることによって，この「個別的救済政
策期」に，一定の手短な「総括」を与えることに
他ならない。さて，何度も指摘した如く，この｢個
別的救済政策期」の体制的意図が以下のような図
式にあったことは明白であろう。すなわち，
｢NIRA・AAA→価格支持→賃金・利潤維持→所
得維持→投資・消費維持→生産・景気回復」とい
う連鎖の実現~これである。しかしその成果は，
いくつかのファクターを使って確認した通り，明
らかに「不成功｣'１)に終った。そしてその理由に
関しては，この｢個別的救済政策｣がそもそも「非
体系的・個別的機能」に踞跨させられた点が大き
いが，それに加えて，－すでに具体的に指摘し
たように－この局面における中軸的な政策発動
体制であったＮＩＲＡ・ＡＡＡが内在的に有した，
その基本的限界の影響もまた決定的であった。
このような「制約」の反省の上に，３５年以降，
ニューディール政策は第２期へと移る。
Ⅱポンプの呼び水政策期
［１］政策体系そこで次の第２フェーズは「ポ
ンプの呼び水政策期」（PumpPrimingPolicy）と
名付けられる「第２期」に他ならない。まず(1)こ
の局面の「政策体系」から立ち入っていくが，初
めに①その「一般的概観」を示しておこう。最初
に(a)第１にその「時期」の確定が必要だが，それ
社会環境研究第１０号２００５．３10
５日＝金退蔵禁lｔ令→同'9日＝金輸出禁｣上令とい
う手順が踏まれたとみてよく，まさにその結果，
｢アメリカ金本位制」は最終的にその停止を余儀
なくされていくのである。こうして,31年７月＝
ドイツ金本位制停11二および同９月＝イギリス金本
位制停止に続いて，世界恐慌はついにアメリカ金
本位制にもその終止符を打たせたが，この「金本
位制停止＝管理通貨制成立」こそ，この後，ニュ
ーディール政策展開を可能にさせる，その決定的
な金融条件を担っていく－のは改めていうまで
もない。
しかしそれだけではない。この｢金本位制停Ｉ上」
はついで〈ロ）「ドル切り下げ｣、の決定的前提と
しても作用していく。つまり先に「第１期」で辿
ったように，政府が打ち出した，この局iiiでの基
本的指向は何よりも「価格回復・上昇を通じた所
得増加」にあったが，まさに「価格上昇」を実現
する１つの現実的な方策としてこそ．この「ドル
切り下げ」が政策的に追求されることになる。そ
してそのための具体的操作としては駅概略以下の
２つが採用をみたといってよいが，そのまず1つ
目としてい)いわゆる「買いオペレーション」が指
摘可能であろう。さてこれまでに概観した如く，
NIRA・ＡＡＡによるいわば「カンフル剤」的刺激
によって一時は上昇したアメリカの全般的景気
は，７月を過ぎると農産物価格や工業生産の伸び
悩みを通して再び下降基調に転じる。そこで，国
内物価を引き-1こげる何らかの新たな手段が必要だ
と判断されることとなり，その１つの手段として
まず，５月下旬～７月上旬までに週平均２～2.8千
万ドル（累計20億ドル）の「買いオペ」が実施さ
れた。まさにこの措置は，大統領に対して，「最
大30億ドルまでの通貨量発行・ドル平価の最高
50％切り下げ・金銀交換比率の決定・預金準備率
変更」などの権限を付与する－といういわゆる
｢トーマス修正」に立脚したもの以外ではなく，
この後も週平均35億ドル規模の証券Ni人が11月中
旬まで継続されたといってよい。要するに，紙幣
増発という露骨なインフレ政策を回避しつつ物価
上昇を実現するために，こうして「買いオペ」と
いうヨリ柔軟でマイルドな金融政策が試行された
と整理できる。
ついで２つ目の操作こそ(B)政府による「金買い
上げ政策」に他ならない。まず９月８日に金の公
定価格が１オンス20.67ドルから29.82ドルへと引
き上げられてこの政策の臓矢をなしたが，さらに
ついで10月にローズヴェルトは財務省に指令を出
して，これ以後はＲＦＣと協力しつつ日々上昇す
る価格で金を買い上げさせていった。しかし．こ
のように「買いオペ」と「金買い上げ価格上昇」
とを結合させて通貨量拡張を追求したにもかかわ
らずその効果は小さく，３４年１月までに金価格が
69％も上昇したのに対して卸売物Iilliは20％も上が
らなかった。こうして以上２つの操作の反省と基
礎のうえに「金準備法」が出現する。
そこで到達点として，（c)「ドル引下げ」を最終
的に確認した「金準備法」（34年１月）がくる。
その内容をざっと「おさらい」すれば，まず，連
邦準備銀行から財務省へ金貨と金地金が全て引き
渡されることを通じて財務省が唯一の合法的金保
有者となることを前提としつつ，次に，大統領は
－「トーマス修正」（金準備法により再修正）を
発動して－２月１日にドルの金価格を約40％切
下げた。したがってその結果，ドルは当時の実勢
に近い金１オンス＝３５ドルに固定されたのであり．
管理通貨制への移行が完了したとみてよい。まさ
に「金本位制離脱」と「ドル切下げ」という金融
政策の新機軸が定着をみる。
そのうえで(ハ)｢金融政策｣の岐後に｢銀行法｣'8）
体制にも関説しておきたい。その場合，ニューデ
ィール体制に関係する「銀行法」は都合３つあっ
て錯綜を極めるが，まず１つ'三1はい)｢緊急銀行法」
(33年４月）である。さてこの「銀行法」は,周
知の33ｲｌＬ３Ｆ１６日の「全国銀行休業宣言」をうけ
て|司月９１]に文字どおり急遅成立をみたものだが，
その主眼は何よりも，銀行再開と当面の銀行恐慌
克服のために必要な権限を政府に授与する点にこ
そあった。やや具体的にいえば，銀行を支払い能
力を基撚にして３段階に区分しつつ，「採算点ギ
リギリのクラスの銀行」に対しては，必要ならば．
ニューディール政策の展開と景気変動過程（上） 11
－連邦準術(liII度」という総合的機構が制度化され
たといってよく，それを通して，ニューディール
政策が現実的に発動されていくための，その「ニ
ューディールli1銀行制度｣Ｍがほぼ定着したと考
えてよい。
ついで「財政・金融政策」の第２論点として(b）
第２に「財政支出政策｣2伽へ視角を転回させよう。
先に確認した通り「個別的救済政策期」にも政府
支出は微増を見せ始めたが，健全財政思想を保持
するローズヴェルトといえども，自ら政権を担う
に至ってこの「第２期」には，はるかに大規模の
財政赤字を，当初は緊急救済的なやむを得ざるも
のとして，ついでそれを「ポンプの呼び水」とし
て利用するために，次第に合理化していくことに
なった。そこでその実態を(イ）まず｢全体的推移」
の面からフォローしていきたい。いま，「連邦支
出」（億ドル）の概略的軌跡を辿ると，３３年＝４７
→34年＝65→35年＝63→36年＝76→37年＝84とい
う図式が得られるから（第３表)，ほぼ一貫した
増加基調がまず明白だが，さらに具体的には「ポ
ンプの呼び水政策期」に入った36年以降の拡大が
特に目に付く。その点で「政府支出」に支えられ
た政策発動の明瞭化が目立つと判断してよいが，
その場合，この増加しつつある「政府支出」の中
軸に景気対策経費が存在するのは当然であろう。
この点の輪郭を検出するために，「主要不況関係
経費／連邦経費合計」（第３表）の抽出を試みれ
ば，例えば33年＝10.3％→34年＝43.0％→35年＝
政府が復興金融公社を通じて優先株を購入して自
己資本に充当させると同時に，預金支払い義務を
継承する程度に比例して旧銀行資産を継承しつつ
新銀行を設立する－というものであった。
その結果，「政府による優先株MH入一銀行自己
資本補強」という「緊急銀行法」を通した新手法
によって，３月15日までに半数の銀行が再開され
ただけでなく，さらに４月12日までには－預金
総額の90％を占める－資産状態が健全であった
１万３千行が再開されたといってよい。こうして
銀行恐慌はそれ以上の悪化を免れて一応の安定を
確保していった。しかし，なお約千行は閉鎖され
たままであったし「貸し渋り」もいぜんとして持
続したから，ヨリ強固な銀行立法の必要性は高か
った。まさにそのような事情が(B)ついで２つ目と
して「33年銀行法」（33年６月）に接続していっ
たが，この法律の特徴は－それが別名「グラス
＝スティーガル法」と呼ばれるように－「銀行
業務と証券業務との分離」にあった。しかしこの
規定以外の重要条項も軽視されてはならず，例え
ば，「預金保険制度｣･｢要求払い預金に対する利子
支給の禁止｣･｢FRBに対する定期性預金の上限規
制権限の付与｣，などは「ニューディール型銀行
政策」のいわば基軸を担ったといえよう。
そのうえで最後に３つ目こそ(c）「35年銀行法」
(35年７月）に他ならない。その場合，「政府の民
間銀行への規制」はこれまでみた２つの銀行法に
よって基本的に確定完了したと判断してよく，そ
れに対して今次の銀行法では.むしろ｢連
邦準備制度」の整備こそがその主課題に 第３表不況に起因する連邦支出の増加（1930～39年） (100万ドル）
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57.6％→36年＝42.9％→37年＝45.0％という数値
が拾える以上，景気対策経費が経費増大の基本的
太宗をなす点は明瞭といってよい。
そのうえで(ロ)次に「支出内訳」はどうか。例
えば特に「不況関連経費」（千万ドル）にポイン
トを絞ってその構成的特質を探ってみると，何ん
と言ってもまず首位に立つのは「救済支出」であ
って，３３年＝35→35年＝227→36年＝229→３７１１＝
236と動く（第４表)。その意味では，「個別的救
済政策期」が終わって「ポンプの呼び水政策期」
を迎えた35年以降でも「救済費用」の重要性がな
お高い点が明らかに否定できない－そこにまた
ニューディール政策の「不徹底性」が垣間見られ
るが－にしても，他方で，この時期から「救済
費」の増加傾向に歯止めが掛かっていくことも無
視できまい。それに対して，この局面から顕著な
伸びに転じるのが,1つは「公共事業費」でありも
う１つは「農業支出」だといってよい。まず「公
共事業費」だがそれは44→88→73→102という足
どりを示して10億ドルの大台に乗るし，また「農
業支出」も21→108→94→98となって33年段階の
実に５倍も膨張を遂げる。こうして「ポンプの呼
び水政策期」に至って，単なる「価格支持」とは
明らかにその性格を異にする，「政府支出に立脚
した景気政策」という新たなスタンスの出現が確
認可能であろう。これらに比較すると，次の「第
３期」の中軸をなす「社会保障費」は36年＝３→
37年＝17に止まっていて，なおそのウエイトが小
さい点にも注目しておきたい。
これらの点を前提にして(ハ）「財政支出」政策
の「帰結・意義」をまとめておこう。その場合，
｢帰結」として当然まず念頭に浮かぶのはいうま
でもなく「財政赤字」の状況だが，概略的にみ
て，２０年代には国民総生産の３％程に止まってい
た連邦支出がこの30年代には10％にまで到達した
以｣二一そして他方，不況下で税収収縮が進行し
たかぎり－，財政赤字の膨張が予想されるのは
当然といってよい。あまり詳しい数字はないが，
アメリカ連邦財政の赤字額(億ドル)の動向は，２０
年代末にはまだ黒字であったものが30年代に入っ
て直ちに赤字転換を示し，その後の「赤字額」は
以下，３０年＝９→33年＝31→34年＝39→35年＝３６
→37年＝28として経過する2Ⅲ。一見して財政赤字
の顕著な拡張が明白であり，その点で，この局面
での「財政支出拡大」が，何よりも「赤字財政」
に立脚してのみ可能だった事情が手に取る如くに
理解できよう。公債発行増大の所以である。
しかし，このように財政赤字が発現したからと
いってそれが財政スペンディングの成功を意味し
ているわけでは決してない。結論的にいえば，民
間投資が極端に減退しているこの時期にあっては，
以-1この程度の「財政スペンディング＝赤字規模」
でもなお量的に不足だったとみるべきであって，
そこでは「健全財政思想」の基本的制約がなお大
きかった。
最後に(c)第３は「公債政策」に他ならない。そ
こでまず(イ）「連邦公債」（百万ドル）の発行推
移を辿っていくと，３０年＝162→33年＝225→34年
＝271→35年＝287→36年＝335→37年＝364という
第５表連邦公債樹成の推移
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第４表連邦政府支出の主な内駅（1933～1940年）
（111位：1.ｌｘ)0万ドル）
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ニューディール政策の展開と景気変動過程（上） 1３
義」は注目に値しよう。
続いて，この「第２期」・「政策体系」の２番目
として③「雇用促進庁」（WorksProgにssAdmini‐
stralion-WPA,1935年)23)に目を向けていきたい。
そこで最初は(a)第１にその「成立」が問題となる
が，まず(イ）その「背景」には，ＮＩＲＡ体制の「行
き詰まり」に象徴される，「個別的救済政策」に
基づく雇用・失業政策の限界があった。そしてそ
のような環境の下でこそ１３４年12月および翌年１
月に「経済保障委員会」（労働・財務・法務・農
務・ＦＥＲＡの各長官により構成)が大統領宛に｢経
済保障を促進するための勧告」に関する「最終報
告」を提出したが，まさにこの中においてＷＰＡ
成立の端緒が開かれていくことになった。つまり，
この「勧告」は，「経済保障計画の第１の目標は
雇用の最大限の拡大」であると位置づけつつ，し
たがって「失業労働者に対する国家による直接的
な雇用保障こそ連邦政府の最大任務だ」－と主
張しているのであって，「国家の保障による雇用
確保」という新しい理念が提出されていると把握
してよい。
ついでこの「勧告」を受けて(ロ)政策の「実質
的転換」が進むのであり，事実，大統領は35年１
月４日の年頭教書の中で，「救済政策」に関する
以下のような「政策転換」方針を提起する。すな
わち，（A)「救済対象を「雇用可能者」と「雇用不
能者ｊとに区分し連邦の責任範囲を前者に限定し
たこと」，（B)「迎邦政府が失業労働者に対して公
的雇用の供与を約束したこと」，に)｢｢雇用不能者」
の救済を地方・州の責任としつつそれに対して一
定の連邦援助を与えること」の３点であり，まさ
にこのような内容において，「｢雇用保障」は連邦
政府による「国家的責務」である」ことを明確に
した点一にこそ，同年「年頭教書」の画期的意
義が確認されるべきであろう。こうして最終的に
（ハ)その「設立」に帰着していく。つまり,１月３
日には36年度予算教書が提出の運びとなるが，こ
の中で「350万人雇用を目指したプログラム」と
しての「緊急公共雇用計画」が発表されるととも
に，同年５月に，｜司計画のまさに実施機関として
図式を描く（第５表)。したがって，全体として
持続的な拡張基調が一目瞭然なうえに，「ポンプ
の呼び水政策期」に当たる特にこの35-6年での
急角度の上方屈折が明確に見て取れよう。ついで
｢公債発行・方式」に着目して(ロ)その「特質」に
も触れると，何よりも「発行の円滑性｣鰹)が予想
できる。というのも，「公債市場価格」（額面＝
１００，３５年＝99.5→36年＝101.3→37年＝100.9)お
よび「公債利回り」（％，2.79→2.65→2.68)に関
する極めて高い「安定性」が検出可能だからであ
って（第６表)，「民間過剰資金累稲｣･｢公債種類
の多様化｣･｢政府保証の明確化」などを背景とし
て，この局面での「公債発行の順調性」が指摘さ
れてよい。こうして公債発行が支えられていった。
そのうえで(ハ）「公債政策」の「意義」はどう
整理できるだろうか。その際，この「公債政策」
を土台にして実行された「景気政策」がなお不十
分なものに止まった事実はすでに何度も繰り返し
た通りだが，しかしその「効果性」とは別に，ニ
ューディール政策のこの局面で,以下のような｢公
債システム」が事実として発動していったことも
また否定できまい。すなわち，「公債発行」を全
体の「起点」とした，「赤字公償発行→政府財政
資金調達→政府財政支出→公共事業・救済事業・
農業支出実行→景気回復『呼び水」注入」という
論理系．これである。その点で，「ポンプの呼び
水政策」は，この独自の「公債システム」に立脚
して初めて発動可能だったのであって，その「意
第６表連邦政府公債の状況（長期債務）
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社会環境研究第10号２００５．３1４
こそＷＰＡが設立をみたのである。まさにこのよ
うな「成立背景」の中に，ＷＰＡの基本的スタン
スがまず明瞭に検出可能であろう。
では次に(b)このＷＰＡの「内容展開」はどう整
理できるだろうか。そこでその内容をいくつかの
ポイントから整理していくが,最初に(イ）その｢特
質」としては以下の３点が重要といってよい。す
なわち，い)ＷＰＡは何よりも「最大雇用を保障す
るために意図された……計画の実施」ないし「可
能なかぎり多くの雇用の創出」を任務とした「連
邦政府の「公的雇用iill出機関｣」であったこと，
(B)その適格事業が－「充当資金の大部分が労賃
として支払われる性質」をもつ－「労働集約的
な小規模事業計画」に限定されたこと，に)ＷＰＡ
自身が「事業主体」であるとともに事業計画の実
施過程を通じて連邦による州・地方政府の行財政
的動員が進行したこと，に他ならず，したがって
ここからは，ＷＰＡのいわば「中央集権型」特質
が読みとれる。要するにＷＰＡは，単なる失業救
済機関に止まらず，すぐれて中央集権型「雇用創
出機関＝行政機椛」だと集約可能であろう。
そのうえで(ロ)その「実態｣瓢)はどうか。さて
まず総体的にみて，３５年７月-40年12月間の
ＷＰＡ総事業支出は104.9億ドル（年平均19.2億ド
ル)に達し，その構成別では｢建設事業費｣＝82.4
億ドル（78.5％)，「非建設事業費」＝22.3億ドル
(21.3％）という比率になる。その点で「建設事
業」ウエートの高さが一目瞭然だが，もう一歩そ
の内訳にまで立ち入ると，まず前者では「ハイウ
エーイ・道路・街路」（構成比39.2％)，「公共建
設」（１０．４％)，「上下水道」（10.1％）などが_上位
を占めるし，また後者においては｢福祉」（9.9％)，
｢公共サービス」（6.3％）などの大きさが目に付
く。したがって，「建設事業」しかも「土木事業」
がその大きな比重を構成している実態がよく分か
り，その点で，このＷＰＡが「ポンプの呼び水政
策」の基幹部分を担ったこと－が十分に理解可
能であろう。
この点を前提にして，（ハ)さらにＷＰＡ労働者
の「賃金」にも触れておくと，その「最低賃金保
持」作用が無視できない。すなわち，周知の通り，
賃金は，技能別・地域別・地区別に規定された，
月額・最低１９ドル－最高９４ドル（平均52.1ドル）
の「保障賃金」に従って支給されたから，当面の
大iii失業による不断の賃金引下げ圧力の下では，
このＷＰＡ「保障賃金率」こそが，政府によって
支持された「隠れた最低賃金」という形で，「賃
金引下げの現実的『歯止め｣」として実際に機能
していった－のは当然であった。
以上のような考察をふまえて最後に(c)この
ＷＰＡの「意義」が総括されねばならない。そこ
でまず（イ）その「成果」を取りまとめると，何
といってもその「雇用創出効果」が大きい。例え
ば．それが本格的に動き出した35年11月から40年
６月までの間のＷＰＡ雇用者数は，月平均で最低
146万人から最高333万人（平均234万人）に達し
ているから，このＷＰＡ雇用は全失業者の33.5～
26.5％をカバーしていたことが明瞭であろう。要
するにＷＰＡは全米失業者総数のほぼ30％程度に
対して一定の雇用を創出・確保したわけであって，
｢正規公共事業歴用｣･｢他の恥業救済計画雇用｣・
｢失業保険受給者」などをも考慮に入れると，結
局，国家はこの時期。このＷＰＡを媒介にして。
ともかく家計支持失業者に対して何らかの雇用所
得を保障し得たと結論してよい。ちなみに,36-
40年度間における全雇用者月平均350万人のうち
ＷＰＡは実にその63.1％を織成していたのであり，
その圧倒的重要性には改めて目を見張らされる。
このような「成果」が当然のこととして確認され
てよい。
しかし(ロ)そこに「限界｣蕊'がないわけではな
い。その場合，いま確認した通り「雇用提供の量
的不十分性」もなお否定はできないが，ここでの
｢限界」の焦点は，むしろ，以下の３点に代表さ
れる，「スベンディング政策」としてのその「質
的不十分性｣にこそ関わろう。すなわち，(A)｢ＷＰＡ
事業資金の労賃支払い部分への集中的充当化」－
－資材・設備など非人件費支出の極度の切り詰め
によって，企業に対する直接的需要創出効果が大
きく限定されたこと（35-40年間のＷＰＡ総経費
ニューディール政筑の展開と景気変動過程（_上） 1５
104.9億ドルのうち人件費が78.3億ドル＝74.7％
を占めた)，（B)｢ＷＰＡ支出の民間雇用への連動化」
－ＷＰＡ支出が景気・生産の動向とはリンクし
ていなかったため，ＷＰＡ雇用者数と失業者数と
がほぼ並行して変動するに止まり積極的な雇用iiI
出が削減されたこと，（C)「ＷＰＡ支出の資本・生
産活動刺激型景気拡大機能の希薄化」－「需要
創出→資本利潤増加→生産拡大→雇用１W大」とい
う（資本活動促進を組み込んだ）ロジックではな
く，逆に「公的雇用拡大→消費需要増加」という
(資本投資活動には直接接続しない）政策論理に
止まったこと，の３点これである。
このように考えてよければ，最後に(ハ)この
ＷＰＡの「帰結」は概略として以下のように整理
可能であろう。すなわち，公的雇用創出を目指し
たＷＰＡ支出はあくまでも「一時的」に失業者を
吸収する効果に止まり－その点で資本蓄積増加
を媒介した雇用誘発には結合しなかった－，し
たがって，スベンディング支出が減少すれば直ち
に再び失業増加に結果する以外にはなかったと。
その意味で，それは「ポンプの呼び水政策」と命
名される他ない体系だったのであり，まさにその
点に起因して，これ以降，スペンディング政策が
継続的に実行されて「恒常化」せざるを得なくな
る－のはいわば周知のことであろう。（未完）
－ヴア大統領の不況対策」（千倉書房,1985年）に
詳しい。
５）このＮＩＲＡに関して最も体系的な考察を加えて
いるのは何よりも榎本正敏編著「現代資本主義の
基軸」（雄松堂出版,1984年）であって，優れた分
析が展開されている。さらに，紀平英作「ニュー
ディール政治秩序の形成過程の研究」（京大学術出
版会,1993年）および前掲，東大社研編「ナチス経
済とニューディール』も参照のこと。
６）例えば，前掲，東大社研編「ナチス経済とニュ
ーデイール」275-280頁を参照。
７）この「内容展開」の詳細に関しては，前掲，榎
本編著「基軸』47-88頁が参照されねばならない。
８）以下の「帰結・特質」について詳しくは，前掲．
榎本編著「基軸』第３章をみられたい。
９）このＡＡＡの立ち入った内容・特質・意義につい
ては，例えば，アメリカ経済研究会編「ニューデ
イールの経済政策」（慶応通信,1965年)，馬塲宏二
「アメリカ農業問題の発生」（東大出版会,1969年)，
前掲，束大社研編『ナチス経済とニューディール」
271-275頁，などを参照せよ。本稿もそれらに依
拠した。
10）ＣＣＣのメカニズムに関して詳しくは，例えば前
掲，東大社研「ナチス経済とニューディール」２７２
頁をみよ。
11）景気変動の概略については，あまりまとまった
ものはないが，例えば，戸原四郎「恐`慌諭」（筑摩
書房,1972年)，キンドルバーガー「大不況下の世
界』（石崎・木村訳，東大出版会,1982年)，侘美光
彦「世界大恐慌』（御茶の水書房,1994年)，などは
ある程度は参考になろう。
12）この点については，前掲，戸原「恐慌論」３３６－
337頁をみよ。
13）例えば，実質貸金指数をみると，恐慌直前の２９
年＝100はその後33年＝104→35年＝118と動く。
14）いうまでもなく，ここで使用している「不成功」
という判定はあくまでも「景気効果」視点からの
ものであって，例えばＮＩＲＡやＡＡＡなどがもつそ
の「現代的」意義を決して否定するものではない
点一にも注意しておきたい。
15）ニューディール期・アメリカ金融の基本像に関
しては，例えばベック・ハート「米国連邦準備制
度」（矢尾次郎驍訳，東洋経済新報社,1978年)，小
野英祐「両大戦間期におけるアメリカの短期金融
機関」（御茶の水書房,1970年)．などをみよ。また
拙稿「アメリカ株式ブームの形成と崩壊」（｢金沢
大学経済論集』第39号,2002年）も参照。
16）このラインについては，前掲，拙稿「世界恐慌
の勃発」７－２６頁においてすでに基本的な考察を
注
ｌ）拙稿「1931年ドイツ金融恐慌の勃発」（｢金沢大
学経済論集」第41号,2004年)。
２）アメリカ大恐慌に関しては！例えば吉富勝「ア
メリカの大恐慌』（日本評論社,1965年)，宇野弘蔵
監修「帝国主義の研究」３（青木書店,1973年)，
柴田徳太郎『大恐慌と現代資本主義」（東洋経済新
報社,1996年)，をみよ．また拙稿「世界恐慌の勃
発」（｢金沢大学経済論集」第40号,2003年）も参照
のこと。
３）ニューディール政策の関述文献は極めて多いが，
取りあえず以下を参照のこと。東大社研編「ナチ
ス経済とニューデイール」（東大出版会,1979年)，
小松聡『ニューディールの経済体制』（雄松堂出
版,1986年)，土生芳人「大恐慌とニューディール
財政」（東大出版会,1989年)，などをみよ。
４）フーヴァの経済政策については，尾｣二一雄「フ
社会環境研究第１０号２００５．３1６
加えた。
17）「ドル切り下げ」の具体的経過に関しては，秋元
英一「世界大恐慌」（講談社,1999年）142-149頁
に詳しい。
18）この「銀行法」のヴァリエーションについて詳
しくは，前掲，秋元『世界大恐慌」137-141頁を
参照のこと。
19）アメリカ銀行制度の概観に関しては，さしあた
りゴレムベ『アメリカの銀行制度」〈馬淵紀涛訳，
日本経済新聞社,1982年）が参考になろう。
20）ニューディール財政について詳しくは，前掲，
土生「大恐慌とニューディール財政」の他，森恒
夫「現代アメリカ財政論」〈日本評論社,1979年)，
平井規之「大恐慌とアメリカ財政政策の展開」（岩
波書店11988年)，をみよ。
21)武田・遠藤・大内｢近代財政の理論｣(時潮社.1955
年）127頁。
22）この点をも含めてニューデイール期の公債政策
に関しては，前掲，森「現代アメリカ財政論」142
-147頁をみよ。
23）ＷＰＡの成立・内容・実態・意義については，識
座「西洋経済史」Ⅳ（同文舘,1980年）136-148頁
［小松聡稿］および前掲，小松「ニューディールの
経済体制」110-169頁が体系的で優れている。本
稿も基本的にこれに立脚した。
24）以下の具体的数値は，前掲‘講座「西洋経済史」
Ⅳ139-146頁に依った。
25）この「限界」について詳しくは．前掲，講座「西
洋経済史」Ⅳ144-148頁を参照のこと。
